
資産 173,701,769 負債 51,107,633 前期末資金残高 3,567,994 前期末資金残高 129,067,023

非金融資産 160,677,080 流動負債 6,495,560 当期収支 401,125 当期変動額 △ 6,472,887

事業用資産 51,665,232 翌年度償還予定地方債 3,577,603

 （庁舎、学校などの公共施設） その他 2,917,957 経常的収支 5,378,568 財源の使途 △ 38,656,072

インフラ資産 109,011,848 非流動負債 44,612,073 資本的収支 △ 3,917,474 純経常行政コスト △ 29,819,594

 （道路、橋りょう、上下水道など） 地方債 35,892,111 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 1,461,094 その他 △ 8,836,478

繰延資産 0 退職給付引当金 5,670,282 財務的収支 △ 1,059,969 財源調達 34,745,037

金融資産 13,024,689 その他 3,049,680 その他 △ 2,561,852

資金 3,969,119 期末資金残高 3,969,119

債権、投資等 9,055,570 純資産 122,594,135 期末資金残高 122,594,135

将来の返済や支出の必要がない資産です。

負債・純資産合計 173,701,769

経常費用（総行政コスト） 35,397,389 経常収益 5,577,794

使用料、手数料などの受益者負担の額です。

経常業務費用 17,140,622

人件費 7,967,817

物件費 4,739,526 純経常費用（純行政コスト） 29,819,594

経費 3,411,254 経常費用と経常収益との差額です。

業務関連費用 1,022,024 税収入や交付税などで賄われた額です。

移転支出 18,256,767

※表示単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

　財務諸表とは、市の経営状態や財務状況を表すもので、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「資金収支計算書」、「純資産変動計算書」の４つの表から構成されています。この概要は連結財務諸表として、一般会計、
公共下水道事業などの特別会計、病院事業などの企業会計に加え、地方公社や第３セクターを含めた範囲を対象とし、作成したものです。
　なお、新城市では、新地方公会計制度に基づく「基準モデル」を用いて作成しています。
　本表における表示額の単位は千円単位です。

平成２６年度決算　新城市の連結財務諸表の概要

貸借対照表 資金収支計算書 純資産変動計算書

行政コスト計算書

市が保有する公共施設やインフラ資産などの「資産」と地方債などの将来返済しなければならない
「負債」や将来返済の必要がない「純資産」を総括的に表したものです。

企業の損益計算書に相当するもので、１年間の行政サービスのうち資産形成に結びつかない行政サー
ビス（経常費用）と、使用料・手数料などから得られた収入（経常収益）を対比させたものです。

１年間の資金の増減を表した計算書です。資
金収支を性質に応じて区分します。

１年間に純資産がどのような要因で増減したか
を表したものです。

  【連結財務諸表からわかる新城市の状況】 

 

１ 市民１人当たりの資産と負債、純行政コスト（平成２７年３月３１日人口：４８，９５３人） 

  資産：３５４万円８千円  負債：１０４万４千円  純行政コスト：６０万９千円 

 

２ 純資産比率  ７０．６％ 

   総資産のうち返済義務のない純資産がどのくらいの割合かを表します。この比率が高いほど 

  財政状況が健全であるといえます。企業会計でいう「自己資本比率」に相当します。 

 

３ 社会資本形成の世代間負担率  ７６．３％ 

   社会資本の整備の結果を示す事業用資産と、インフラ資産の合計額のうち、純資産による整 

  備の割合を示し、現役世代により既に負担された割合を示しています。この比率が高いほど社 

  会資本を現役世代が負担したことになり、将来世代への不安を抑え、健全な財政状況であると 

  いえます。 


